
 

 

 

 

 

さ い た ま 市 教 育 委 員 会 会 議 

 

（定  例  会） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年２月２２日 開催 

 



 

教 育 委 員 会 会 議 

 

日時  令和６年２月２２日（木）   
午後２時００分                 

場所  教育委員会室 

＜ 次  第 ＞ 

 

１ 開  会 

 

２ 議  事 

議案第１２号 市長と教育委員会との地方公務員法第２３条の２の規定に基づ

く協議について 

 

議案第１３号 市長と教育委員会との地方公務員法第１５条の２の規定に基づ

く協議について 

 

議案第１４号 さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則の制定につい

て 

【別冊１】 

議案第１５号 さいたま市いじめのない学校づくり推進委員会調査専門員の委嘱

について 

【非公開案件】 

 

３ そ の 他 

 

 

 

４ 閉   会 

 

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の規定に基

づく協議の一部を改正する協議について 



議案第１２号 
 

市長と教育委員会との地方公務員法第２３条の２の規定に基づく協議について 
 

地方公務員法第２３条の２の規定に基づき、別紙のとおり市長と協議する。 
 

令和６年２月２２日提出 

 

                                さいたま市教育委員会 

                                 教育長 竹居 秀子 

 

 

 



 

別紙 

   さいたま市教育委員会職員の人事評価に関する要綱の一部を改正する要綱 

 さいたま市教育委員会職員の人事評価に関する要綱（平成１９年４月１日施行）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表第１（第７条関係） 別表第１（第７条関係） 

評価者等 

 

被評価者 

第１次

評価者 

第２次

評価者 
調整者 

［略］ 

係長、主幹、課 

長補佐、副参事、

その他上記相当

職、専門幹 

 ［略］ 

課・室・館・所

長、参事、次長、

副理事、その他 

上記相当職、調 

整幹 

 ［略］ 

部長、総合調整

幹 ※2 

 ［略］ 

 

評価者等 

 

被評価者 

第１次

評価者 

第２次

評価者 
調整者 

 ［略］ 

係長、主幹、課 

長補佐、副参事、

その他上記相当

職 

 ［略］ 

課・室・館・所

長、参事、次

長、副理事、そ

の他上記相当職 

 

 ［略］ 

部長 ※2 

 

 ［略］ 

 

 備考 ［略］ 備考 ［略］ 

  

別表第８を次のように改める。 

別表８（第１２条関係） 
人事評

価の種

類 

適用職員 
評価シートの 

様式 

能力 

評価 

全ての管理職 課長相当職以上 様式第１号 

全ての役職定年職員 
総合調整幹、調整

幹、専門幹 
様式第２号 

行政職給料表 管理職を除 主査、係長、課長 様式第３号 



 

適用職員 く 

全ての職員 

補佐相当職 

主事、主任相当職 様式第４号 

医療職給料表 

（２）、（３

） 

適用職員 

管理職を除

く 

全ての職員 

主査、係長、課長

補佐相当職 
様式第５号 

栄養士、看護師、

養護師、主任相当

職 

様式第６号 

技能職給料表適用職員 全ての職員 様式第７号 

業績 

評価 

技能職員以外の職種 

主査相当職以上の

職員 
様式第８号 

主任相当職以下の

職員 
様式第９号 

技能職員 全ての職員 様式第１０号 

人事 

評価 
フルタイム勤務を除く全ての再任用職員 様式第１１号 

様式第１０号を様式第１１号とし、様式第２号から様式第９号までを１様式ずつ繰

り下げ、様式第１号の次に次の１様式を加える。 



  

＜能力評価基準＞
評語

a
b
c

（人事評価　総合評価結果）

能力評価 業績評価 総合評価（絶対評価）

※小数点以下第1位を四捨五入

（ 年度） 能力評価シートⅠ〔役職定年職員用〕

職務名

所属

　a　　b　　c

　a　　b　　c

全体の奉仕者として、職責を自覚し、責任を

もって最後までやり遂げ、結果を出そうとする
態度・行動

市民ニーズや業務処理上の問題点を把握し、そ

の解決に最適な方策の立案と実現のための段取
りを組み立て、その効果を検証する能力

市民や組織全体への影響など、様々な状況を総

合的・多角的に把握、理解し、先見性をもって
的確に決断・判断する能力

新しい知識・技術の習得や情報の収集を常に行
い、整理、分析し職務に活用する能力

　a　　b　　c

※裏面は業績評価Ⅰシートとすること。

知識・情報収集

企画・創意工夫

決断・判断

 a 　  b     c
⑮　 　⑨　　 ③

評価期間

通常業務だけではなく、困難課題や新事業に自

主的かつ前向きに取り組み、市民満足度を高め
ようとする意欲的な態度・行動

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

氏名

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

部下・後輩等の能力や適性等に応じて、適切な
指導・サポートを行い、資質を向上させる能力

　月　　日　～　　　月　　日

職員番号

　a　　b　　c

組織や自分の考え・意図を相手に的確に説明し

理解させるとともに、その過程で意見の調整を
行い、最適な結論を導き出し合意を得る能力

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

第２次評価

（評語） （評語・評点） （評語・評点）

自己評価 第１次評価
定義(求められる能力・行動)

部下の士気を高めつつ、組織をまとめ、自ら率
先して進むべき方向に導く能力

 a 　  b     c
⑮　 　⑨　　 ③

 a 　  b     c
⑮　 　⑨　　 ③

　a　　b　　c

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑮　 　⑨　　 ③

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

評価

項目

発
揮
能
力

意
欲
・
態
度

評価要素

監督・統率

育成・指導

責任感

0

（評点の範囲） ８５点以上

能力評価×0.5
      ＋

業績評価×0.5

３５点以上５５点未満

評語基準 Ｓ

当該職位に求められる能力、意欲・態度がほぼ期待どおりであり、特に問題はない。

評　語　の　意　味

Ａ

評点
合計

評点
合計

第１次評価者 コメント（評価理由）

Ｃ

調整者 コメント（評価理由）

折衝・説明

当該職位に求められる能力、意欲・態度が期待を上回っており、職員の模範である。

／100／100評点合計

　a　　b　　c

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

　a　　b　　c

　a　　b　　c

協調性 　a　　b　　c

第２次評価者 コメント（評価理由）

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

目標達成・課題解決のために協力する姿勢、ま

たチームワークに貢献し、良好な人間関係を構
築しようとする態度・行動

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

 a 　  b     c
⑩　 　⑥　　 ②

自己評価の理由

積極性

３５点未満

※評価者・調整者の記名・押印は裏面の業績評価シートへ。

７０点以上８５点未満 ５５点以上７０点未満

Ｂ Ｄ

評語
評点
合計

※「期待」とは、「職位に求められる期待役

割」を踏まえた上での着眼点に掲げる行動
水準を指す。当該職位に求められる能力、意欲・態度が期待を下回っており、努力が必要である。不　足

優　秀

普　通



 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



提案理由 
 
地方公務員法の規定に基づき、人事評価に関し必要事項については、地方公

共団体の長に協議しなければならないため、別紙のとおり市長と協議するもの

です。 
 



議案第１３号 
 

市長と教育委員会との地方公務員法第１５条の２の規定に基づく協議について 
 

地方公務員法第１５条の２の規定に基づき、別紙のとおり市長と協議する。 
 

令和６年２月２２日提出 

 

                                さいたま市教育委員会 

                                 教育長 竹居 秀子 



 

別紙 

   さいたま市教育委員会職員の標準的な職及び標準職務遂行能力に関する要綱の

一部を改正する要綱 

 さいたま市職員の標準的な職及び標準職務遂行能力に関する要綱（平成２８年４月

１日施行）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（標準的な職及び標準職務遂行能力） （標準的な職及び標準職務遂行能力） 

第２条 標準的な職及び標準職務遂行能力は、次の

表のとおりとする。 

第２条 標準的な職及び標準職務遂行能力は、次の

表のとおりとする。 

（技能職給料表適用者以外） （技能職給料表適用者以外） 

級 
標準的

な職 
標準職務遂行能力 

［略］ 

４

級 

 ［略］ 

主幹・

主任指

導主事 

１～３ ［略］ 

 

 

 

総合調

整幹 

市政・区政の総合調整者 

１ 局・区の政策・方針の決

定を支援し、市政を前進さ

せるために必要な折衝・調

整を行う。 

２ 管理職としてのマネジメ

ントの経験に基づき、幹部

職員をはじめとする管理職

に対し、組織管理のための

監督・統率に関する助言及

び支援を行う。 

３ 実務を通じて培った専門 

 知識及び多様な経験を基に、 

 複雑・困難な業務の遂行者

となる。 

４ 豊富な経験に基づく知

識、技術を後進に伝承する

級 
標準的

な職 
標準職務遂行能力 

［略］ 

４

級 

 ［略］ 

主幹・

主任指

導主事 

・参与 

１～３ ［略］ 

４ 豊富な経験に基づく知識、 

 技術の伝承者となる（参与

のみ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

とともに、人材育成の風土

を醸成し、組織力の向上を

図る。 

調整幹 

施策推進の調整者 

１ 部の施策・方針の構想及 

 び決定を支援するとともに、 

 施策を推進し、実現するた

めに必要な折衝・調整を行

う。 

２ 管理職としてのマネジメ

ントの経験に基づき、管理

職に対し、組織管理のため

の監督・統率に関する助言

及び支援を行う。 

３ 実務を通じて培った専門

知識及び多様な経験を基

に、複雑・困難な業務の遂

行者となる。 

４ 豊富な経験に基づく知識、 

 技術を後進に伝承するとと

もに、人材育成の風土を醸 

 成し、組織力の向上を図る。 

専門幹 

複雑・困難な業務の遂行者 

１ 実務を通じて培った専門 

 知識及び多様な経験を基に、 

 課の複雑・困難な業務の遂

行者となる。 

２ 必要な方策の立案や折衝・ 

 調整を行い、業務を着実に

遂行する。 

３ 管理監督職としてのマネ

ジメントの経験に基づき、

組織運営上の課題の解決や

業務改善に取り組み、課の

管理監督職を支援する。 

４ 豊富な経験に基づく知識、 

 技術を後進に伝承するとと

もに、課の人材育成の風土

を醸成する。 

参与 

事務事業の統括的推進者 

１ 実務を通じて培った専門 

 知識及び多様な経験を基に、 

 課の複雑・困難な業務の遂

行者となる。 

２ 課の方針や事務事業の決

定を支援し、事務事業を推

進し、実現するために必要

な折衝・調整を行う。 

３ 管理職としてのマネジメ

ントの経験に基づき、組織

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

運営上の課題の解決や業務

改善に取り組み、課の管理 

 

 

 監督職を支援する。 

４ 豊富な経験に基づく知識、 

 技術を後進に伝承するとと

もに、課の人材育成の風土

を醸成する。 

 ［略］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ［略］ 
 

  

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



提案理由 
 
地方公務員法の規定に基づき、標準的な職及び標準職務遂行能力に関し必要

事項については、地方公共団体の長に協議しなければならないため、別紙のと

おり市長と協議するものです。 
 



その他 
 

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の規定に基づく協議

の一部を改正する協議の回答について 
 

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の規定に基づく、市長と

の協議について別紙のとおり報告する。 
 

令和６年２月２２日提出 

 

                                さいたま市教育委員会 

                                 教育長 竹居 秀子 

 

 

 



(写)



(写)



 

 

別紙 

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の規定に

基づく協議の一部を改正する協議 

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の規定に基づ

く協議（平成１３年５月１日合意）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（副教育長等への補助執行事項） （副教育長等への補助執行事項） 

３ 市長は、次に掲げる市長の権限に属する事務を

副教育長その他の教育委員会職員に補助執行させ

る。 

３ 市長は、次に掲げる市長の権限に属する事務を

副教育長その他の教育委員会職員に補助執行させ

る。 

⑴～⑾ ［略］ ⑴～⑾ ［略］ 

⑿ さいたま市債権管理条例(平成２８年さいた

ま市条例第１１号)第１０条第１項の規定によ

る非強制徴収債権の放棄に関すること。 

 

 ⒀ 学校給食費の徴収、納付及び減免その他の学

校給食費の管理に関すること。 

 

  

別表（第５項関係） 

専決事項 小学校、中

学校及び特

別支援学校

の校長 

高等学校及

び中等教育

学校の校長 

 ［略］ 
２ 支出負担行為  ［略］ 
 ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 需用費（光熱水費を 

除く。） 
    ア～ウ ［略］ 
  エ 賄材料費（１，０

００万円未満) 
○ ○ 

オ 医薬材料費  ［略］ 
 

（ア）・（イ） 

［略］   

別表（第５項関係） 

専決事項 小学校、中

学校及び特

別支援学校

の校長 

高等学校及

び中等教育

学校の校長 

 ［略］ 
２ 支出負担行為  ［略］ 

⑴・⑵ ［略］ 
⑶ 需用費（光熱水費を

除く。） 
  ア～ウ ［略］ 
 
 
  エ 賄材料費及び医薬

材料費 
 ［略］ 
 
    （ア）・（イ）

［略］   

(写)



 

 

カ アからオまでに掲 
 げるもの以外のもの 

（ア）・（イ） 

［略］   
 ⑷～⑼ ［略］ 
 ［略］ 

 

オ アからエまでに掲

 げるもの以外のもの 
（ア）・（イ） 

［略］   
⑷～⑼ ［略］ 
 ［略］ 

 

  

   附 則 

 この協議は、令和６年４月１日から効力を生じるものとする。 

 

(写)



提案理由 
 
学校給食費の公会計化に伴い、市長と教育委員会との地方自治法第１８０条

の２及び第１８０条の７の規定に基づき定められた、市長と教育委員会との間

の事務の補助執行の一部を改正するため、市長と協議するものです。 

(写)



議案第１４号 
 

さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則の制定について 
 

教育職員免許法の特例に基づき授与する特別免許状に関する規則を、別紙のとおり制定する。 
 

令和６年２月２２日提出 

 

                                さいたま市教育委員会 

                                 教育長 竹居 秀子 

 

 

 

別冊１ 



さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、市教育委員会が、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第

19 条に規定する教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号。以下「免許法」という。）の

特例に基づき授与する教育職員の特別免許状（以下「特例特別免許状」という。）に関し、

必要な事項を定め、もってさいたま市における学校教育の効果的な実施に資することを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において「受検者」とは、特例特別免許状の授与に係る免許法第６条第１

項に規定する教育職員検定（以下「検定」という。）を受ける者をいう。 

（申請書類） 

第３条 受検者は、特例特別免許状の授与に係る検定を申請するときは、次に掲げる書類を

市教育委員会に提出しなければならない。 

⑴ 教育職員特別免許状検定授与願（様式第１号） 

⑵ 担当しようとする教科又は教科の領域の一部について有用な専門的知識経験又は技

能（以下「有用な知識経験等」という。）を証明する書類 

⑶ 次の証明書のうち必要なもの 

ア 卒業証明書 

イ 免許状等の授与証明書、免許状等受得証明書又は免許状等の写し 

ウ 学業成績証明書 

⑷ 人物に関する証明書（様式第２号） 

⑸ 身体に関する証明書（様式第３号） 

⑹ 履歴書（様式第４号） 

⑺ 戸籍抄本、在留カードの写し又は特別永住者証明書の写し 

２ 受検者は、その性質上前項第２号に規定する有用な知識経験等の証明書を得ることが

できないときは、自己申告書（様式第５号）をもってこれに代えることができる。 

３ 人物に関する証明は、学校の長若しくは所属の長又は免許法に定める実務証明責任者

の作成した証明書によるものとする。 

４ 身体に関する証明は、医師の作成した証明書によるものとする。 

５ 第１項の申請をしようとする者は、任命又は雇用しようとする者からの推薦書を添付

しなければならない。 

６ 第１項に掲げる書類のほか、市教育委員会は受検者に対し、必要と認める書類の提出を

求めることができる。 

（検定の実施） 

第４条 市教育委員会は、前条に規定する申請書類の提出があったときは、受検者の人物、

実務、身体及び学力の各項目について、前条に掲げる書類に基づき、検定を行う。 



第５条 市教育委員会は、実務及び学力に関する検定に関し、有用な知識経験等について、

担当しようとする学校の種別及び教科を考慮して行う。 

２ 前項の有用な知識経験等の取扱いについては、市教育委員会教育長が別に定める。 

（学識経験者等の意見聴取） 

第６条 免許法第５条第４項の規定による学校教育に関し学識経験を有する者その他文部

科学省令に定める者の意見の聴取に関し必要な事項については、別に定める。 

（決定） 

第７条 市教育委員会は、前条の規定による意見を聴取し、検定の合否の決定をする。 

２ 教育委員会は、前項の決定をしたときは、受検者に対し、書面をもってこれを通知する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市教育委員会教育長が別に定める。 

（特例特別免許状の授与） 

第９条 市教育委員会は、検定に合格し、かつ、教育委員会が実施する教育公務員特例法（昭

和 24年法律第１号）第 11条に規定する教員の採用に関する選考に合格した者に対して、

特例特別免許状（様式第６号）を授与する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 



様式第１号（第３条関係） 

教 育 職 員 特 別 免 許 状 検 定 授 与 願 

（宛先） 

 さいたま市教育委員会 

ふりがな  

生年月日 年  月  日 
氏 名  

本籍地 
都 道 
府 県 

電話番号  

現住所  

勤務（予定）校  

 

私は、下記のとおり教育職員検定による教育職員免許状の授与を受けたいので、教育職員免許法

第５条第１項第３号から第６号までに規定する事項に該当しないことを宣誓の上、別紙関係書類

を添えて出願します。 

      年  月  日 

氏 名                  

教育職員免許法第５条第１項第３号から第６号まで 

３ 禁錮以上の刑に処せられた者 

４ 第 10 条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の

日から３年を経過しない者 

５ 第 11 条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から３

年を経過しない者 

６ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

記 

授与を受けようとする免許状の種類  

同 上 の 教 科 ・ 教 育 領 域  

出 願 の 根 拠 法 令  

 



様式第２号（第３条関係） 

 

人 物 に 関 す る 証 明 書 

 

氏  名                    

 

生年月日        年   月   日   

 

 上記の者は、下記のとおりであることを証明する。 

 

      年   月   日 

 

証明者職・氏名                      

 

記 

 

項  目 観 察 の 内 容 

社 会 性  

責 任 感  

自 主 性  

指 導 力  

研 究 心  

総合的所見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第３条関係） 

 

身 体 に 関 す る 証 明 書 

 

氏  名               

生年月日     年   月   日 

 

 上記の者は、下記のとおりであることを証明する。 

 

年  月  日 

 

 医療機関の名称   

 医 師 氏 名                          

 

記 

 

項  目 状  況 

 

所  見 

 

※「ない」又は「ある」の 

 いずれかに○を記入し、 

 「ある」の場合、内容を 

 記入ください。 

 

 

一般生活を送る上で健康上問題が 

 

１ ない       ２ ある 

    

  備考 この証明書は、教育職員免許状の検定授与を願い出るため、さいたま市教育委員

会へ提出するものです。 

 

 

 

 

 



様式第４号（第３条関係） 

履  歴  書 

 

氏 名  生年月日 年  月  日 

本籍地 
都 道 
府 県 

現住所  

 

学 
 
 

歴 

学校名（課程等） 修 学 期 間 卒業・修了等 

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

   年  月～  年  月  

 

所
有
免
許
状
又
は
資
格 

免許状種類 教科等 免許状番号 
授与年月日 
（授与権者） 

免許状に記載の氏名 
(免許状に記載の本籍地) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

  第    号 
年 月 日 

(       ) 
 

(     都・道・府・県) 

※ 所有する教育職員免許状は全て記入してください。 

賞 

罰 

無   有（    年  月  日                       ） 

※ 有無のいずれかに○を付け、「有」の場合、具体的に記入してください。 



職 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

歴 

年 月 日 事  項 職  名 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 上記のとおり相違ありません。 

        年  月  日      氏  名 



様式第５号（第３条関係） 

自 己 申 告 書 

 

 

 さいたま市教育職員の特例特別免許状に関する規則第３条第２項の規定に基づき、「有用な知識経

験等」について、下記のとおり申告します。 

 

記 

 

「有用な知識経験等」に関する経歴 

年 月 日 有 用 な 専 門 的 知 識 経 験 又 は 技 能 に 関 す る 事 項 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

     年  月  日 

 

氏 名 



第６号様式(第９条関係) 

  

特
別
免
許
状 

  

本
籍
地 

氏 
名 

年 
 

月 
 

日
生 

 

右
の
者
に
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
十
九
条
及
び
教
育
職
員
免
許
法
第
五
条
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
左
記
の
教
科
に
つ
い
て 

 
 
 
 

特
別
免
許
状
を
授
与
す
る
。 

  
 
 
 
 
 
 
 

記 

    

年 
 

月 
 

日 
 
 
 
 
 
 

さ
い
た
ま
市
教
育
委
員
会 

 

印 
  

第 
 

号 

 

根
拠
規
定 

  

教
育
機
関
名 

  

基
礎
資
格 

  

教
育
機
関
名 

  

卒
業
又
は
修
了
の
年
月
日 

    

備 
 
 

考 
 

 



提案理由 
 
教育職員免許法の特例に基づき授与する教育職員の特別免許状に関し、さい

たま市教育職員の特例特別免許状に関する規則を定めるものです。 

なお、施行期日は公布の日です。 

 

 



参考資料 

特例特別免許状 関係法令抜粋 

 

構造改革特別区域法 

第１条（目的） 

この法律は、地方公共団体の自発性を最大限に尊重した構造改革特別区域を設定

し、当該地域の特性に応じた規制の特例措置の適用を受けて地方公共団体が特定の

事業を実施し又はその実施を促進することにより、教育、物流、研究開発、農業、

社会福祉その他の分野における経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活

性化を図り、もって国民生活の向上及び国民経済の発展に寄与することを目的とす

る。 

第１９条（教育職員免許法等の特例） 

⑴ 市町村の教育委員会が、第十二条第一項に規定する特別の事情、第十三条第一

項に規定する特別の需要その他当該市町村が設定する構造改革特別区域におけ

る教育上の特別の事情に対応するため、次に掲げる者に特別免許状（教育職員免

許法第四条第一項に規定する特別免許状をいう。以下この条及び別表第九号にお

いて同じ。）を授与する必要があると認める場合において、当該市町村が内閣総

理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、同法第

二条第二項中「免許状」とあるのは「免許状（構造改革特別区域法（平成十四年

法律第百八十九号）第十九条第一項の規定による認定を受けた市町村の教育委員

会が同項各号に掲げる者に授与する特別免許状（以下「特例特別免許状」という。）

を除く。）」と、「教育委員会をいう」とあるのは「教育委員会をいい、当該免許状

が特例特別免許状である場合にあつてはその免許状を授与した市町村の教育委

員会をいう」と、同法第五条第六項中「教育委員会（」とあるのは「教育委員会

（特例特別免許状にあつては、構造改革特別区域法第十九条第一項の規定による

認定を受けた市町村の教育委員会。」と、同法第九条第二項中「有する」とあるの

は「有する。ただし、特例特別免許状は、その免許状を授与した授与権者の置か

れる市町村においてのみ効力を有する」と、同法第二十条中「教育委員会規則」

とあるのは「教育委員会規則（特例特別免許状にあつては、その免許状を授与し

た市町村の教育委員会規則）」と、同法別表第三中「特別免許状」とあるのは「特

別免許状（特例特別免許状を除く。）」と、教育職員等による児童生徒性暴力等の

防止等に関する法律（令和三年法律第五十七号）第二十二条第二項中「教育委員

会」とあるのは「教育委員会（構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九

号）第十九条第一項の規定による認定を受けた市町村（以下この項において「認

定市町村」という。）の教育委員会を含む。次項及び次条第一項において同じ。）」

と、「都道府県教育職員免許状再授与審査会」とあるのは「都道府県教育職員免
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許状再授与審査会（認定市町村においては市町村教育職員免許状再授与審査会。

同条において同じ。）」とする。 

① 第十二条第一項の規定により内閣総理大臣の認定を受けている市町村の長

が学校教育法第四条第一項の規定による設置の認可を行った学校を設置する

学校設置会社が、当該学校の教育職員（教育職員免許法第二条第一項に規定す

る教育職員をいう。以下この項において同じ。）に雇用しようとする者 

② 第十三条第一項の規定により内閣総理大臣の認定を受けている市町村の長

が学校教育法第四条第一項の規定による設置の認可を行った学校を設置する

学校設置非営利法人が、当該学校の教育職員に雇用しようとする者 

③ その設定する構造改革特別区域における教育上の特別の事情により、市町村

がその給料その他の給与（市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第

百三十五号）第一条に規定する給料その他の給与をいう。）又は報酬等（同法第

一条に規定する報酬等をいう。）を負担して、当該市町村の教育委員会が教育

職員に任命しようとする者 

⑵ 前項において読み替えて適用する教育職員免許法第五条第六項の規定により、

市町村の教育委員会が特別免許状を授与したときは、当該市町村の教育委員会は、

遅滞なく、授与を受けた者の氏名及び職種並びに授与の目的、当該特別免許状に

係る学校の種類及び教科その他文部科学省令で定める事項を当該市町村を包括

する都道府県の教育委員会に通知しなければならない。 

⑶ 第九条第一項の規定により第一項の認定が取り消された場合であっても、同項

において読み替えて適用する教育職員免許法第五条第六項の規定により市町村

の教育委員会が授与した特別免許状に係る授与権者（同項に規定する授与権者を

いう。）及び免許管理者（同法第二条第二項に規定する免許管理者をいう。）は、

当該市町村の教育委員会とする。 

 

教育職員免許法 

第４条（種類） 

⑴ 免許状は、普通免許状、特別免許状及び臨時免許状とする。 

⑶ 特別免許状は、学校（幼稚園、義務教育学校、中等教育学校及び幼保連携型認

定こども園を除く。）の種類ごとの教諭の免許状とする。 

⑹ 小学校教諭、中学校教諭及び高等学校教諭の特別免許状は、次に掲げる教科又

は事項について授与するものとする。 

① 小学校教諭にあつては、国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、

家庭、体育及び外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分け

る。） 

② 中学校教諭にあつては、前項第一号に掲げる各教科及び第十六条の三第一項
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の文部科学省令で定める教科 

③ 高等学校教諭にあつては、前項第二号に掲げる各教科及びこれらの教科の領

域の一部に係る事項で第十六条の四第一項の文部科学省令で定めるもの並び

に第十六条の三第一項の文部科学省令で定める教科 

第４条の２  

⑶ 特別支援学校教諭の特別免許状は、前項の文部科学省令で定める自立教科等に

ついて授与するものとする。 

第５条（授与） 

⑴ 普通免許状は、別表第一、別表第二若しくは別表第二の二に定める基礎資格を

有し、かつ、大学若しくは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関において別

表第一、別表第二若しくは別表第二の二に定める単位を修得した者又はその免許

状を授与するため行う教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、次の各号

のいずれかに該当する者には、授与しない。 

① 十八歳未満の者 

② 高等学校を卒業しない者（通常の課程以外の課程におけるこれに相当するも

のを修了しない者を含む。）。ただし、文部科学大臣において高等学校を卒業し

た者と同等以上の資格を有すると認めた者を除く。 

③ 禁錮以上の刑に処せられた者 

④ 第十条第一項第二号又は第三号に該当することにより免許状がその効力を

失い、当該失効の日から三年を経過しない者 

⑤ 第十一条第一項から第三項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当

該処分の日から三年を経過しない者 

⑥ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を

暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入し

た者 

⑵ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、前項各号のい

ずれかに該当する者には、授与しない。 

⑶ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当する者について、教育職員

に任命し、又は雇用しようとする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があ

ると認める場合において行う推薦に基づいて行うものとする。 

① 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者 

② 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持つて

いる者 

⑷ 第六項に規定する授与権者は、第二項の教育職員検定において合格の決定をし

ようとするときは、学校教育に関し学識経験を有する者その他の文部科学省令で

定める者の意見を聴かなければならない。 
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⑹ 免許状は、都道府県の教育委員会（以下「授与権者」という。）が授与する。 

第５条の２（免許状の授与の手続等） 

⑴ 免許状の授与を受けようとする者は、申請書に授与権者が定める書類を添えて、

授与権者に申し出るものとする。 

⑵ 特別支援学校の教員の免許状の授与に当たつては、当該免許状の授与を受けよ

うとする者の別表第一の第三欄に定める特別支援教育に関する科目（次項におい

て「特別支援教育科目」という。）の修得の状況又は教育職員検定の結果に応じ

て、文部科学省令で定めるところにより、一又は二以上の特別支援教育領域を定

めるものとする。 

⑶ 特別支援学校の教員の免許状の授与を受けた者が、その授与を受けた後、当該

免許状に定められている特別支援教育領域以外の特別支援教育領域（以下「新教

育領域」という。）に関して特別支援教育科目を修得し、申請書に当該免許状を

授与した授与権者が定める書類を添えて当該授与権者にその旨を申し出た場合、

又は当該授与権者が行う教育職員検定に合格した場合には、当該授与権者は、前

項に規定する文部科学省令で定めるところにより、当該免許状に当該新教育領域

を追加して定めるものとする。 

第９条（効力） 

⑵ 特別免許状は、その免許状を授与した授与権者の置かれる都道府県においての

み効力を有する。 

   


